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2C6 地域における 科学技術振興ビジョン 策定戦 m 各 

0 長田純夫 ( 福岡大資源環境研 ) 

「． はじめに 

科学技術立国日本において 科学技術立県を 標 模 する自治体は 多い。 科学技 
術庁の資料によれば 平成 凹年 現在、 全国で 16 都道府県が国の 科学技術会議 
相当の会議を 設置し、 31 都道府県が科学技術政策大綱またはビジョンを 策定し 
ている。 ただし、 会議構成メンバーは 全国版の著名な 科学者と地元学術界や 経済 
界の長から構成されており、 ビジョンの内容も、 ステロタイプの 筆Ⅰ 期 テクノポリス 計 
画さながらに 画一的であ る。 これらの投資効果はさておき、 技術立国の構成要素 た 
る 自治体が科学技術に 問題意識を持っ 事は大いに推奨されるべき 行政姿勢であ 

る。 

筆者は平成元年 10 月から平成 凹 年 6 月まで 8 年 9 ケ戸 長崎県工業技術セ 
ンタ一所長として 国研から出向し、 科学技術の重要性を 訴え続け、 産と政が連携 
して行政を動かし、 遂にこの 7 月科学技術振興ビジョンの 策定を見るに 至った。 

2. 研究技術計画学会の 地域開催 
長崎県の産業政策として 自他共に認められる 3 つの指定席があ る。 それらは 
観光、 水産、 造船で、 他の政策が 
参入する余地はない。 どころか、 第 ポ合     

Ⅰ 期 テクノポリス 計画の中核施設 ム の計         

として県の南北にあ った試験場を 
統合して新たに 工業技術センター 

  

艮ン坊研性 
埼ン珪究化 

を 発足させたので、 「技術振興政 
策は終わった」との 行政判断があ 
った。 「ハードが立派で 中味がなけ 

ればテクノポリスではなくテクノザウ 

ルス」と公言し、 門人 Ⅰ 技 ( ひとり 
ひ とわざ ド 、 " 他県に売れる 技術 " 、 

" 顔の見える技術 " 、 " 闘う工業技 
術センター。 などキャッチコピーも 毎 

年リニューアルし、 ハードより中味、 

制度より個性、 交流指導より 白 
助 努力、 情報収集より 情報発信 
etc. の大切さを有吉実行したが、 

出先の一機関には 限界があ る。 
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3. 技術立県道場 
  

当 学会の長崎大会は 大いに盛り上がり、 実行 
委員を勤めた 各社長間に「このまま 一過性で終 

わらせるのはもったいない」との 声が自然に湧き   

出し、 産学官のみならず 政 ( 界 ) 、 報 ( 道陣 ) 、 労 ( した。 こま 回 6 電話 O 工業 属 津 町久 務 局を 合わせ 月五百 法人が 員が月 の運営に と期待 - 珍 図ても らした構 

働 組合 ) 、 教 ( 有界 ) も取り込んで 科学技術世論 
を 広めようと衆議一決し、 平成 6 年 1 同 技術士 Flg.2 平成 6 年 1 月 17 日 

県道場を開設した (Fig.2, 円 9.3) 。 道場は名前 朝日新聞 

  

報道機関と本音で 討論 
で 討論できる場と 位置づけ、 柄を問わず誰でも 自由に本音                                                                                                                               <@@<DiM@EM3sata<*@ 

会員 ( 中小企業者 ) が年 2 回、 科学技術振興など 議題に 

春場所、 秋場所で学、 官、 

団 討論を続けた。 テーマは 常 

に 技術立県であ った。   

円 9.3 平成 7 年 げ 月 6 日日経産業新聞 

4. 科学産業技術経営者連盟 
技術立県道場でいかに 世論を高めてもそれ 以上の効果、 つまり行政施策に 反映 

されることはなく、 活動の限界を 感じ始めていた 会員 39 人が発起人となり、 「県議 会および 県 行政へ働きかける」という 明確な戦略を 持って平成 8 年 Ⅰ 月 「 科 学 産 

美技術経営者連盟」を 発足させた㏄ i9.4) 。 会員は月々増え 始め、 遂に 200 社を 
突破、 「月刊デジ マ 」の発行、 全国レベルのシンポジウムの 開催、 県議会との勉強 
会 等を通して徐々に 無視できない 存在に育って 行った ( 円 9.5L 。 

また、 対行政窓口はこれまでの 商工労働部から 企画部へ意識的に 変更した。 
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局の担当部長 
も 担当課長も 4 

の ビジョンを 熱 

心 に作った全 円 9.7 
画部長も担当 平成 9 年 
者も来年 4  月 12 月 27 日 

には異動するだ 西日本新聞 

ろう。 次の担当 
者にビジョンの 

表面を撫でる 
以外に何を期 
待 できよう。 科 平成Ⅱ年 4 月 15 日 

学 技術政策は 、 西日本新聞 

実は技術者 活 
性 化政策と同 
糞 なのであ るが、 2 ～ 3 

年で交替する 行政担 
当者にこの深淵性は 

到底理解できない。 
科学技術振興ビジョ 
ンを作ることは 容易で 
あ るが、 中身のないハ 

ードが無意味であ るの 

と 同様に、 それ自身が 

自己目的化する 構造 
的要因が整っている。 
長崎県のビジョンが 他 

県と違うものになるか、 

同類に甘んじるかは 今 
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円 9.9 平成 ]0 年 7 月 3 日長崎新聞 
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